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　　　午後１時３０分　開会
○布施初子委員長　　　ただいまから大都市制度に関する特別委員会を開会する。
　出席委員は８名で定足数に達している。
　これより審査に入る。
　　　　　　　　　　　　　　　◇○◇
　　　大都市制度に関する調査研究について

○布施初子委員長　　　大都市制度に関する調査研究についてを議題とする。
　本日は最初に資料１により今年の白本、青本及び党派別要望に係るスケジュールを確認し、続いて資料２により昨年の税財政関係特別委員長会議の結果を報告したいと思う。次に資料３により白本の策定における個別行政分野関係の本市の提案項目について説明を受け、意見を伺った後、資料４により特別自治市制度をめぐる最近の動向について説明を受け、意見を伺いたいと思うが、いいか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○布施初子委員長　　　では、そのように進める。
　白本、青本及び党派別要望に係るスケジュールについて、事務局に説明させる。
○天野政策調査課長　　　資料１の１ページ、一番上の表を御覧いただきたい。
　国の施策及び予算に関する提案、通称白本についてである。日程については、確定している日程は日にちを記載し、今後の予定については例年の実施状況を基に時期を記載している。
　令和４年１月１３日、指定都市市長会事務局から白本提案項目の選定依頼が来た。
　４月上旬から中旬に窓口・財政担当課長、東京事務所次長・副所長合同会議が開催され、この中で提案項目の絞り込みが行われる。後ほど、提案項目案における本市選定結果について説明がある。
　その後、６月上旬に２回目の会議が開催され、提案項目の文案について確認がなされる。
　６月中旬に窓口・財政担当局長合同会議において提案項目の文案が決定される。この決定に基づき、７月上旬から中旬に要請活動が行われる。
　次に、大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望、通称青本についてである。
　６月上旬に指定都市市長会事務局から内容、構成等に関する照会があり、青本の作成が始まる。
　その後、７月上旬から中旬に税制担当課長会議や財政担当課長会議、また、８月上旬から中旬に税務主管者会議が開催され、税政関係、財政関係の文案がそれぞれ確認される。８月下旬に財政担当局長会議が開催され、最終的な要望書と要望運動の進め方が決定される。
　最後に、党派別要望についてである。例年９月に指定都市市長会事務局から各市の個別要望事項の作成に向けた事前連絡があり、その後、１０月中旬から１１月上旬に税財政関係特別委員長会議が開催され、要望運動の進め方が決定される。
　参考までに、令和３年度は１０月１５日にウェブ会議にて開催され、布施委員長に参加してもらった。
この会議を受けて、１１月中旬から党派別要望が行われる。
　裏面の資料１の２ページに、参考として、令和３年度党派別要望の日付、出席議員等を記載している。
日本共産党は１１月１７日に開催され、羽生田議員に出席してもらった。幹事市は福岡市だった。
公明党は１１月２２日に開催されたが、本会議のため、事務局で対応した。幹事市は名古屋市だった。
立憲民主党は１１月２４日に開催されたが、本会議のため、事務局で対応した。幹事市は札幌市だった。
自由民主党は１１月２５日に開催され、布施委員長に出席してもらった。幹事市は川崎市だった。
社会民主党は１１月３０日に開催され、金子議員に出席してもらった。幹事市は新潟市だった。
　説明は以上である。
○布施初子委員長　　　ただいまの説明に対して、質疑、意見等があったらお願いする。─
　ないので、以上で本件を終わる。
　次に、昨年の税財政関係特別委員長会議の結果を報告する。資料２の１ページ、税財政関係特別委員長会議議事概要を御覧いただきたい。
　本件については、昨年１０月１５日、ウェブ会議にて開催された。
　議事の概要だが、開会の挨拶の後、協議に入り、まず、活動実績の報告、要望書の説明がされた。
　続いて、大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望運動等の進め方について協議が行われ、記載のとおり、各政党、衆議院総務委員会、参議院総務委員会及び地元選出国会議員に対して要望を行うことが確認された。各政党への要望については、先ほど事務局から説明があったとおりである。
　以上だが、ただいまの説明に対して意見等があったらお願いする。─
　ないので、以上で本件を終わる。
　次に、白本の策定における個別行政分野関係の本市の提案項目について説明をお願いする。
○井上広域行政課長　　　令和５年度国の施策及び予算に関する提案、通称白本について説明する。
　令和５年度向けの白本については、税財政、大都市制度関係の５項目と個別行政分野関係の１０項目から構成される見込みである。
　このうち、個別行政分野関係については、指定都市等で構成する各分野の原局局長会議から提出された４６の提案項目案の中から、指定都市２０市それぞれにおいて３月２５日までに１０項目を選定し、現在、指定都市市長会事務局で取りまとめが行われているところと承知している。
　今後、指定都市２０市としての提案項目が確定し、文案について再調整が行われる予定である。
　なお、税財政、大都市制度関係の項目については、今後開催される指定都市市長会の関係会議において検討していく予定となっている。
　本日は、本市が選定した個別行政分野関係の１０項目について説明する。資料３を御覧いただきたい。
　１の選定の考え方だが、本市における重要課題として選定するため、令和４年度当初予算案における総合計画に基づき実施する主な事業、国、県への本市独自要望や市長施政方針等の状況などを踏まえ選定したところである。
　２ページを御覧いただきたい。２の選定結果だが、選定の考え方に基づき、新規１項目、昨年度からの継続９項目の合計１０の提案項目を選定したところである。
　提案項目の内容については、３ページから７ページに記載している。内容を説明するので、３ページを御覧いただきたい。
　上段の子育て家庭等の経済的負担の軽減措置や子どもの貧困対策だが、国における統一的な医療費助成制度の創設や子どもの貧困対策の拡充などを求めるものである。
　下段の地域医療提供体制の維持に対する必要な財政支援についてだが、新型コロナウイルス感染症により多大な影響を受けている地域の医療機関に対し、継続的な財政支援を求めるものである。
　４ページを御覧いただきたい。上段の子ども・子育て支援の充実だが、地域のニーズに合った子ども・子育て支援を円滑かつ効果的に推進できるよう、必要な財政措置を求めるものである。
　下段のウィズコロナ・ポストコロナ時代における中小企業等の事業継続と前向きな取組への支援だが、中小企業等の事業継続のための支援施策の継続及びさらなる充実などを求めるものである。
　５ページを御覧いただきたい。上段の児童虐待防止対策と里親委託・支援を始めとする社会的養育の推進だが、里親支援体制の構築、児童養護施設等における老朽化等への対応など、新しい社会的養育ビジョンの実現に向けた財政措置の拡充などを求めるものである。
　中段のインフラ施設の長寿命化対策だが、予防保全型の修繕等への重点的な財政支援とともに、新技術等によるコスト低減手法の開発などを求めるものである。
　下段の下水道事業における国土強靱化のための財源の確保だが、下水道事業における国土強靱化に係る費用について、必要な財源の確保を求めるものである。
　６ページを御覧いただきたい。上段の脱炭素社会の実現だが、国が行う財政支援について、地球温暖化対策に資する事業にインセンティブを設けることを求めるものである。
　下段の「ＧＩＧＡスクール構想」の推進に向けた制度の充実だが、１人１台端末整備の国庫補助について、初期整備に限定せず、端末の運用、維持等に係る継続的な制度とすることなどを求めるものである。
　７ページを御覧いただきたい。上段の介護保険制度の円滑な実施だが、地方自治体の意見を十分に反映した介護報酬の改定や制度改正等を求めるほか、保険料や利用料のさらなる負担軽減策の実施などを求めるものである。
　８ページについては、昨年度、白本に掲載された１０の提案項目を参考までに添付した。
　なお、通称青本については、先ほど政策調査課長よりスケジュールの説明があったとおり、今後、作成を開始していく予定と承知している。
　説明は以上である。
○布施初子委員長　　　ただいまの説明に対して、意見等があったらお願いする。
○西家克己委員　　　ウィズコロナ・ポストコロナ時代における中小企業等の事業継続と前向きな取組への支援について、大切な項目であるがゆえに、今回、唯一、新規で入ったものと認識する。実際、資金繰りの支援や事業継続に向けて、また、事業転換等については、従来から国がかなり力を入れて取り組んできたものと承知しているが、本市として、国の支援を受けて、この先、自治体の役割としてどのようなポイントが重要になってくると捉えているのか。
○小泉地域経済政策課長　　　中小企業基本法において、国は中小企業の事業活動の促進、経営の適正化、安定化あるいは事業の転換の円滑化などを基本方針として、中小企業に関する施策を総合的に策定し、実施する責務を有するとされているため、今後も支援の継続を提案する。また、地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、特性に応じた施策を策定し、実施する責務を有しているので、今後も引き続き地域経済の状況を見ながら経済支援策を検討していきたい。
○西家克己委員　　　実際、業種や業態によっては、事業転換をしていくことが簡単ではないということもある。自治体は現場で起こっている状態をしっかり把握できると思うので、今後も国との連携、情報交換にしっかり取り組んで、本市の中小企業や小規模事業者の事業継続に向けた取組ができるよう見てもらいたいことを要望しておく。
○布施初子委員長　　　他にないか。（「なし」と呼ぶ者あり）
　ないので、以上で本件を終わる。
　なお、参考資料１及び２は、昨年の白本、青本の要望事項に対する反映状況になるので、後刻、確認をお願いする。
　また、昨年度の要望等については、令和３年度のフォルダに格納しているので、参考にしてもらいたい。
　暫時休憩する。
　　　午後１時４６分　休憩
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　午後１時４７分　開議
○布施初子委員長　　　再開する。
　特別自治市制度をめぐる最近の動向について、説明をお願いする。
○井上広域行政課長　　　資料４を御覧いただきたい。特別自治市制度をめぐる最近の動向として、指定都市と神奈川県それぞれの取組の状況等について説明する。
　２ページを御覧いただきたい。指定都市の動向として、指定都市市長会、多様な大都市制度実現プロジェクトの最終報告と提言について、その概要を説明する。
　３ページを御覧いただきたい。多様な大都市制度実現プロジェクトについては、本市を含む全国の１６指定都市の市長が参加し、昨年１１月まで、およそ１年かけて特別自治市制度の制度案などについて検討を進めたものである。
　４ページを御覧いただきたい。現在の大都市制度の状況については、指定都市制度や特別区設置制度は既に制度化されている中、基礎自治体をベースに道府県の区域外となる一層制の特別自治市制度は第３０次地方制度調査会で意義が認められたものの、いまだ制度化されていない状況となっている。
　５ページを御覧いただきたい。特別自治市制度については、図に示したとおり、道府県に含まれない一層制の自治体となり、指定都市の事務に加えて、道府県が市域内において担う事務を処理するとともに、区域内における地方税を一元的に賦課徴収する新たな大都市制度である。
　６ページを御覧いただきたい。特別自治市制度の必要性については、多様化、複雑化する住民ニーズへの対応や大都市が果たすべき役割、権限に見合った財源の確保などの観点から整理したものである。
　７ページを御覧いただきたい。特別自治市への移行効果については、指定都市市民をはじめ、近隣市町村や道府県、国民全体、さらにはグローバルな視点から整理したものである。特に指定都市市民にとっては、図の中央部に記載のとおり、二重行政を完全に解消し、効率的かつ機動的な大都市経営を可能にすることで、市民サービスの向上と持続可能な地域社会の実現といった効果を見込むものである。
　８ページを御覧いただきたい。第３０次地方制度調査会で指摘された課題への対応については、移行に伴う住民代表機能を持つ区の在り方や警察行政における広域犯罪等への対応のほか、区域内の地方税を一元的に賦課徴収することに伴う周辺自治体に対する道府県の行政サービスへの影響について対応の考え方を整理したものである。
　９ページを御覧いただきたい。特別自治市への移行手続については、地方自治法への規定と特別法への規定の２案を検討したもので、それぞれ道府県と指定都市の共同申請による発意を想定し、意思決定の方法としては、市議会、道府県議会の議決を基本としているものである。なお、住民投票については、議会の議決を経ること、市の区域は変わらず、新たな住民負担も発生しないため、制度化しないこととされたものである。
　１０ページを御覧いただきたい。制度実現に向けた機運醸成については、指定都市市長会として市民、県民、国民の理解促進を図る取組のほか、国や国会議員に対する要請活動、市議会議員の皆さんや経済界などとの連携促進などについて取り組んでいくことが必要とされたものである。
　１１ページを御覧いただきたい。国等に対する提言については、プロジェクトの最終報告の内容を踏まえ、地方制度調査会等における特別自治市の法制度化に向けた議論の加速化や指定都市に対する事務、権限と税財源のさらなる移譲を求めることを取りまとめ、昨年１１月に要請活動を行ったものである。
　１２ページを御覧いただきたい。指定都市側の状況に続き、これに対応する神奈川県の状況として、県の有識者研究会の取組と先般公表された特別自治市構想に対する県の見解について説明する。
　１３ページを御覧いただきたい。県の有識者研究会については、特別自治市構想等の大都市制度に関する有識者の意見を聴取し研究するため、設置されたもので、横浜市が策定した横浜特別自治市大綱を素材に、住民サービスへの影響等の視点から考察が進められ、昨年１１月に報告書、提言を取りまとめたものである。
　１４ページを御覧いただきたい。報告書、提言の主な内容については、法令による役割分担等があれば、二重行政とは言えないとの認識に加え、住民サービスの低下や県内全域での行政サービスの維持についての懸念を示し、あわせて、県と指定都市が諸課題の解決に取り組めるよう、地方自治法に定める指定都市都道府県調整会議の積極的かつ適切な運用を含めた協議の在り方を検討することについて提言が行われたものである。
　１５ページを御覧いただきたい。県においては、研究会の提言を踏まえ、先般３月１６日に特別自治市構想に対する見解を公表した。その中で、法制度化を目指すとしている理由については、指定都市市長会等が掲げる二重行政や地方税財源の不足など、現行の指定都市制度の課題には合理性がないとするとともに、特別自治市構想の課題、懸念として、県の総合調整機能への支障や現行水準の行政サービスが提供できなくなるおそれなどを示したところである。
　１６ページを御覧いただきたい。特別自治市構想の法制度化については、指定都市市長会等が主張する理由に合理性はなく、実現した場合、県民全体に大きな影響を及ぼすおそれがあるため、住民目線から見て法制度化は妥当ではないとするとともに、個別の事務、権限の課題は、現行制度下でしっかり取り組む。また、現行制度で解決できない課題がある場合は、望ましい地方自治の在り方について、県民、議会、市町村と真摯に議論するとしたところである。
　このような県の動きに対しては、本市、横浜市、川崎市の県内３指定都市が連携して取り組んでいるところである。本市としては、県と指定都市の役割分担など行政の在り方についての議論が進むことで、県民、市民に対する行政サービスの向上につながるものと考えていることから、知事と３市長が率直に議論できる場を速やかに設けてもらうよう、３市連携により県に要請しているところである。
　説明は以上である。
○布施初子委員長　　　ただいまの説明に対して、意見等があったらお願いする。
○榎本揚助委員　　　神奈川県の見解に対して、先日、横浜市、川崎市、相模原市の市長が協議して、横浜市や川崎市から、調整会議をやるべきなど、いろいろな意見が出たことは報道で承知しているが、その際、本村市長からはどのような発言があったのか。
○井上広域行政課長　　　市長は、３市の首長としっかりと地方自治の在り方を話し合う前に県の見解が出されたことはとても残念だと言っていた。
○榎本揚助委員　　　横浜市、川崎市はかなり具体的に抗議のような形だったが、本村市長からは、一般論としてしっかり連携を深めていくということだったと思う。やはり、横浜市や川崎市とは人口や財政規模も違うので、目指すべき方向は必ずしも一致しないし、特別自治市を目指しているかというと、今の段階ではそのような見解はないと思うが、特別自治市の制度を提言していこうとこのプロジェクトに参加して、どのような成果を挙げてきたのか。また、大阪市、堺市、札幌市、新潟市が参加していない理由が分かれば教えてほしい。
○井上広域行政課長　　　市長は、住民自らが地域の在り方について関心を持ち、真剣に議論を交わすことは、地方自治の創造のために極めて重要である。また、特別自治市制度を広く市民に理解してもらえるように丁寧に説明して、情報発信や普及啓発に取り組むことが必要であると発言している。そうしたことから、特別自治市制度という３つ目の選択肢を設けていくことは大変重要と考えており、プロジェクトに参加して、いろいろな意味で、地方自治の在り方、本市の大都市の在り方の検討を進めていきたい。
○榎本揚助委員　　　新潟市あるいは札幌市が参加しなかった背景や理由は分かるか。
○井上広域行政課長　　　新潟市は新潟州構想というのがあり、特別自治市制度とは違う考え方と認識している。札幌市は指定都市型を目指していくと聞いているので、このプロジェクトには参加していないと認識している。
○榎本揚助委員　　　多様な大都市の形というものを特別自治市も含めて議論して、住民にも少し考えてもらうきっかけをつくっていくことは非常に必要だと思う。
　札幌市は変わらずに指定都市を追求していくということで、相模原市もどちらかというとそういう部類になると思う。意見になるが、私は本会議でも区割りの再編という話をさせてもらった。浜松市などでも、今後、区割りを見直していこうという動きがあるので、今の形に縛られることなく、相模原市に合った大都市の形、そして、やはり何よりも住民自治が一番重要なことで、今はどちらかというと団体自治を強化していこうというのが特別自治市の動きだと思うので、本市においては市長も常々言っているが、財政を含めて、住民自治の強化をしっかり考えてもらいたい。
○阿部善博委員　　　本市が政令指定都市になって少しして本特別委員会ができたとき、大阪で都構想の話が進んでいた。本特別委員会で総務省などに勉強に行ったときに、法整備ができていて、総務省も国も支援して都構想ができる、大阪だけの話ではなくて本市も影響を受ける、同じ法律の下でやっていくのではないかと、いろいろと議論したり、調査、研究した記憶がある。あわせて、政令指定都市になった本市が将来どうするのか、その頃、道州制の話も出ていて、特別自治市構想も横浜市を中心に、本市はそれを追っていくような形で一緒に要望しながら、二重行政の解消や、財源の確保を５０％、５０％で得てから、もっと財源を得て、しっかりやっていくんだと。ただ、本市が税源を全部得たとしても、横浜市や川崎市は黒字になるが、本市はとんとんより少し足りないぐらいで、本市はどういう大都市制度を目指していくのかなど議論した。そのときに、それまでやっていた業務核都市基本構想などで、相模原市は町田市と一緒に大きな圏域という考え方でやっていこうとか、様々議論があったが、今、特別自治市構想というのがクローズアップされ、これまで出てきた様々な大都市の動きに対して、政令指定都市が協力して要望活動したり、情報交換したり、意見交換の場を設けたり、横の連携はすごくできていると思うが、中身の議論になると、それぞれの事情で、制度化したりというのは、都構想を除いて、難しいような印象を受けている。これまであった道州制や都構想や業務核都市基本構想などの動きは、現在、本市ではどうなっているのか。もう考えていないのか、もしくは、そういうものもありながら特別自治市構想に取り組んで、この仕組みの中で二重行政や税源の確保などをやっていこうとしているのかをはっきりさせて、本市はどこに向かうのかが大事だと思うが、そこについて話を伺いたい。
○井上広域行政課長　　　本市にふさわしい大都市の在り方ということで、平成２５年に相模原市新たな大都市制度検討報告書で報告し、それに基づいて、本市は、特別自治市制度の早期創設や、それまでの間の取組として事務権限の移譲や税財源の確保、圏域行政の推進を図るというところで進んできた。平成２５年７月に取りまとめた報告書だが、１０年近くたっていることから、本市にふさわしい大都市の在り方について、近年の社会経済情勢や本市や周辺環境の変化を踏まえて、今後の在り方について、さらに調査研究を行う必要があると考えている。来年度以降、目指すべき都市像や基本方向の再整理、地方分権、圏域行政の推進などにも取り組んでいきたい。
○阿部善博委員　　　ぜひ、頑張ってもらいたい。相模原市はこういう方向性を目指すというビジョンが描ければそれにこしたことはない。ただ、神奈川県の二重行政の指摘は当たらないというのはあんまりだというのがある。政令指定都市になってから、様々議論し、他の政令指定都市や県の方といろいろ意見交換して、県庁所在地の政令指定都市と県庁所在地ではない政令指定都市が、お互いにどういうことをやるのか、意思疎通を図りながら、うまく役割分担しているのが普通の姿だと思う。相模原市にしてみたら、県庁所在地は横浜市で、例えば県の施設があれば市では必要ないなど、他の市と話をすると事情が相当違うと思う。そうした中でどうしたいということを、県と情報共有しながら、お互いをよく理解して、横浜市、川崎市とも連携しながら、ではどうしていこうと提言するのが本市の役割だと思う。青本、白本も含めて個々の事情を訴える場がたくさんあって、政令指定都市になって本当によかったと思っているので、その機能を存分に発揮していけるような取組を求めておく。
○布施初子委員長　　　他にないか。─
　ないので、以上で本件を終わる。
　以上で本日の審査を終わる。
　以上をもって大都市制度に関する特別委員会を閉会する。
　　　午後２時０８分　閉会
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